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１ 押さえておくべき労務管理について

必ず明示・書面の交付等により明示】
① 労働契約の期間（有期ならその期間）
② 有期労働契約を更新する場合の基準
（有期労働契約の通算契約期間又は更新回数の上限、
無期転換申込機会、無期転換後の労働条件を含む。）
③ 就業場所・従事する業務の内容
（就業の場所・業務の変更の範囲を含む。）
④ 始業・終業時刻、休憩、休日、所定時間を超える
労働の有無、休暇、交替制勤務を採用していれば交替
勤務に関する事項
⑤ 賃金の決定・計算・支払の方法、賃金の締切・支
払いの時期、昇給に関する事項（昇給は書面交付の対
象外）
⑥ 退職に関する事項（解雇の自由を含む）

【定めをした場合に明示】
⑦ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手
当の決定、計算・支払の方法・支払の時期に関する事
項
⑧ 臨時に支払われる賃金、賞与等及び最低賃金に関す
る事項
⑨ 労働者に負担させるべき食費、作業用品その他に関
する事項
⑩ 安全及び衛生に関する事項
⑪ 職業訓練に関する事項
⑫ 災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項
⑬ 表彰、制裁に関する事項
⑭ 休職に関する事項

※朱書きした事項は令和６年４月１日から追加されたもの。

労働者を雇い入れる際には、賃金その他労働条件に関することを により明示し
ましょう（労働者が希望した場合には、メール等により明示することも可能です）。
明示すべき内容は以下のとおりです。

労働条件の明示について



１ 押さえておくべき労務管理について
労働時間の考え方について

・ 労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいう。
使用者の明示又は黙示の指示により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。

・ 労働者を必ずしも現実に活動させていなくとも、使用者の指揮命令下に
ある時間であれば労働時間に当たる。

・ 労働時間か否かは個別判断であるが、労働時間の考え方そのものは、
業種によって異なるものではない。

労働時間の記録について

・労働安全衛生法第66条の8の3では、「月80時間を超える時間外労働等の長
時間労働が認められる労働者に対する面接指導を実施するため、厚生労働省
令で定める方法により、管理監督者などを含む全ての労働者の労働時間の状
況を把握しなければならない」とされている。
→厚生労働省令で定める方法とは、労働安全衛生規則第52条の7の3で「タ
イムカードによる記録、パーソナルコンピューター等の電子計算機の使用時
間の記録 等の客観的な方法その他適切な方法とする」とされている。



いわゆる「手待時間」
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事するこ
とを求められており、労働から離れることが保障されてい
ない状態で待機等している時間（いわゆる「手待時間」）は、
労働時間に当たる。

移動時間
直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示
を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指示も
受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労
働時間に当たらない。

着替え、作業準備等の時間
使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備
行為（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終
了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において
行う時間は、労働時間に当たる。
（労働時間となる例）①作業開始前の朝礼の時間

②作業開始前の準備体操の時間
③現場作業終了後の掃除時間 など

安全教育などの時間
参加することが業務上義務付けられている研修や教育訓練

を受講する時間は、労働時間に当たる。
（労働時間となる例）①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間

問題になりやすいケース

デ ー タ は こ ち ら ☞

１ 押さえておくべき労務管理について



１ 押さえておくべき労務管理について
変形労働時間制とは

1か月単位の変形労働時間制
1か月以内の一定の期間を平均して、1週間当たり40時間以下の範囲内で、１日及び１週間の
法定労働時間を超えて労働させることができる制度。
〇採用方法

①就業規則への記載
又は ②労働者の過半数代表と協定を締結して、定められた届出様式で所轄労働

基準監督署長に届け出ること
〇労働時間の定め方
１週間当たりの労働時間が週の法定労働時間を超えない範囲で、各日、各週の所
定労働時間を具体的に定める必要があります（例︓毎月のシフト表を作成）。
１か月の労働時間の総枠は、１週間の法定労働時間（40H）×変形期間の歴日数７日 、で算定。

1年単位の変形労働時間制
労使協定を締結した上で、１年以内の一定の期間を平均して、1週間当たり40時間以下の範囲
内で、１日及び１週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度。
〇採用方法

①就業規則への記載
及び ②労働者の過半数代表と協定を締結して、定められた届出様式で所轄労働

基準監督署長に届け出ること
〇労働時間の定め方
１週間当たりの労働時間が週の法定労働時間を超えない範囲で、各日、各週の所
定労働時間を具体的に定める必要があります（例︓年間カレンダーを作成）



１ 押さえておくべき労務管理について
36協定の締結

時間外労働及び休日労働とは
労働基準法第32条では、
「休憩時間を除いて、1週間40時間、１日８時間を超えて労働させては
ならない（特例対象事業場は１週間44時間まで）」

と定められ、労働基準法第35条では、
「休日は毎週に1回与えること（一部例外あり）」

とされている。

ただし、労働基準法第36条では、
「労働者の過半数代表者と協定を締結し、所轄労働基準監督署長に届出
を行えば、法律の範囲内で時間外労働及び休日労働を行わせることがで
きる」

とされている。

→これがいわゆる「36（サブロク）協定」といわれるもの。

特例対象事業場とは、労働者10名未満の保険衛生業など



 時間外労働の上限は、原則として月45時間・年360時間となる。

 臨時的な特別の事情があり労使が合意する場合（特別条項）でも、以下の規制がかかる。
時間外労働が年720時間以内
時間外労働が月45時間を超えることができるのは、年６か月（回）が限度
時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満
時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

１ 押さえておくべき労務管理について
36協定の限度時間

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（原則）
月45時間
年360時間

法律による上限
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内 ※

・月100時間未満 ※ ※ 休日労働含む

１年間＝12か月

年間６か月まで時間外労働のイメージ



１ 押さえておくべき労務管理について
36協定の記載例（様式9号）



１ 押さえておくべき労務管理について
36協定の記載例（様式9号の2）



１ 押さえておくべき労務管理について
休日について

労働基準法第35条では、
「毎週少なくとも１回の休日を与えること（就業規則に定めれば、４週間を通じ
て４回の休日を与えることも可能）」

とされています。
ここでいう休日とは、暦日（0時から24時まで）を指しています。
つまり「夜勤明け」の日は暦日の休日を与えたことにならないため、シフトを組む
際にはご注意ください。
休憩について

労働基準法第34条では、
「労働時間が6時間を超える場合には少なくとも45分、8時間を超える場合には
少なくとも１時間の休憩を与えること」

とされています。
介護事業者の皆さまにおいては、夜勤帯に従事する労働者が確実に休憩が取得でき

ているか確認してください。



１ 押さえておくべき労務管理について
割増賃金について

労働基準法第37条では、
「時間外労働、休日労働、深夜労働を行わせたときは法律の定める率以上の割増
賃金を支払うこと」

とされています。
①時間外労働（１日８時間、週40時間（特例措置対象事業は原則44時間）を超え
る労働）︓通常の賃金の２割５分以上（月60時間を超える時間外労働は５割以
上）
②深夜労働（午後10時～午前５時）︓２割５分以上
③休日労働（週１回の休日）︓３割５分以上

割増賃金の計算について

月給の例
基本給ା職務手当などの基準内賃金
１か月の平均所定労働時間 ×1.25×時間外労働時間数

※ 月によって所定労働時間が異なる場合は、１年間における月平均労働時間数



１ 押さえておくべき労務管理について
最低賃金について

最低賃金は、年齢・性別・雇用形態を問わず全て
の労働者に適用されるものです。
佐賀県の最低賃金は、令和８年11月15日から

1,095円
です（昨年から65円改定）。

最低賃金には以下の手当は算入できません。
①臨時に支払われる賃金（結婚手当など）
②1か月を超える期間ごとに支払われる賃金
（賞与など）
③時間外・休日・深夜労働に対する割増賃金
（固定残業代も）
④精皆勤手当・通勤手当・家族手当



１ 押さえておくべき労務管理について
年次有給休暇について

労働基準法第39条では、
「雇入れの日から6カ月継続勤務し、全所定労働日の８割以上の出勤した労
働者に対して、最低10日を与える必要がある」

とされています。
年次有給休暇は、付与基準日から２年間取得することができます。
10日以上付与される場合は、年５日の年次有給休暇を取得させる必要がありま

す。

●原則的な付与日数 ●短時間労働者の付与日数



２ 外国人労働者を雇用する場合に留意すべき点について
外国人雇用について

☜ デ ー タ は こ ち ら

雇用する際に日本人と外国人で労働基準法等の取
扱いに違いはありません。
ただし、外国人の中には
日本語が堪能ではない方もいること
日本語の理解が十分でない方もいること

から、労働条件や安全衛生のルールを守ってもらう
ためには外国人労働者がしっかりと理解してらうた
めの取組みが必要。
例えば、
①日本語と母国語を併記した資料・標識や掲示
等目視で分かる資料を使用して説明を行う
②分かりやすい日本語を使用して説明を行う

といった外国人労働者に寄り添った対応が必要。



２ 外国人労働者を雇用する場合に留意すべき点について

よくあるトラブル

コミュニケーションによるトラブル
お互いの国の文化・宗教の違いや外国人労働者の日

本語に対する知識等が不足することにより、生活面や
労働面でトラブルが発生しやすい。

【対応策】
①相手が分かっているだろうではなく、相手が
十分理解していることを確認すること
②外国人労働者でも分かる日本語で説明すること
③外国人労働者にも日本の文化等を理解してもらう
のと同時に、日本人労働者にも他国の文化に対する
理解を求めることが必要

☜ デ ー タ は こ ち ら



２ 外国人労働者を雇用する場合に留意すべき点について
よくあるトラブル

労働時間に関するトラブル
外国人によっては文化や価値観の違いから、出勤時間などに対する考え方が

日本人と異なることがあります。
例えば、遅刻や就業時間を守らない、残業をしないなど

【対応策】
①時間に関する価値観が異なることを相互に理解することが重要
②外国人労働者に就業規則や労働条件通知書などで事業所におけるルールを
しっかりと認識させること

雇用契約に関するトラブル
外国人労働者が入社時の雇用条件を十分に理解できておらず、賃金や労働時

間に関する問題が生じることがあります。
【対応策】
①相手が分かっているだろうではなく、相手が十分理解していることを確認
すること
②外国人労働者でも分かる日本語で説明すること、母国語を併記すること



２ 外国人労働者を雇用する場合に留意すべき点について
安全衛生教育

外国人労働者に対する安全衛生教育
外国人労働者は安全の認識が日本人と

異なることも多く、しっかりとした安全
衛生教育を行う必要がある。

日本語で安全衛生教育を行っても理解
が不十分なこともあるため、母国語での
教育が望ましい。

右に掲載している資料では漫画で分か
りやすく記載されており、日本語を含め
て11言語の資料が無料で提供されていま
す。

デ ー タ は こ ち ら ☞



３ その他
助成金について



３ その他
助成金について



厚生労働省の委託事業で中小企業・小規模事業場等に対
して、労働時間その他の課題に対して支援を行う事業
派遣される専門家は、労務のプロフェッショナルである
社会保険労務士

働き方改革推進支援センターとは

無料
専門家の派遣は、最大３回まで可能

費用など

労働問題に対する対応方法
労働時間の削減を含む働き方改革等の相談や改善提案
各種助成金に対する手続き方法の提案
パワーハラスメントやカスタマーハラスメントなどの社
員に対する教育
など、労働に関することであれば対応可能

相談できる内容

３ その他

佐賀働き方改革推進支援センター
のページへ



Safe Work Actionについて

３ その他
Safe Work Action
のページへ



労働基準局

広報キャラクター たしかめたん


